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研究成果の概要（和文）：　本研究は，アジアにおけるマテリアルフローコスト会計（MFCA）の開発と普及に関
して，日本，中国，台湾の東アジア地域と，ベトナムとタイの東南アジア地域に分けて研究した。その結果，
MFCAの開発段階については各国で相違があること，普及させるためには段階的な取り組みが必要であることが明
らかになった。また，ISO14051のようなMFCAの国際標準の影響は大きく，今後は，中小企業向けの標準である
ISO14043の活用がカギになることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：　This study was conducted on the development and diffusion of material flow
 cost accounting (MFCA) in Asia, divided into the East Asian region of Japan, China, and Taiwan, and
 the Southeast Asian region of Vietnam and Thailand. The results revealed that there are differences
 in the development stage of MFCA in each country, and that a step-by-step approach is necessary for
 the diffusion of MFCA. In addition, the influence of international standards for MFCA such as ISO 
14051 was significant, suggesting that the utilization of ISO 14043, a standard for small and 
medium-sized enterprises, will be key in the future.

研究分野： 会計学，サステナビリティ経営

キーワード： マテリアルフローコスト会計　MFCA　環境　アジア

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　環境問題の克服のためにはアジア諸国の対応が鍵を握っているが，環境保全活動にはコストがかかるため発展
途上国には大きな課題があった。MFCAは，発展途上国では環境保全と経済成果の2つの目的を達成する手法とし
て注目されており，本研究において，アジア地域におけるMFCAの開発と普及を促進させるための方策が明らかに
されたことは大きな社会的意義がある。また，これまで未解明であったこれらの地域でのMFCAの動向が明らかに
されたことは学術的にも重要な意義を持つ。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
研究代表者（國部）は，MFCA を含む環境管理会計手法の開発普及について 20 年来取り組

んでおり，ISO 第 207 委員会 WG8 の議長を務め，MFCA の国際規格化を推進するなど世界
的な実績を積んでいる。MFCA は大企業向けの方法として開発されたが，環境と経済の両立と
いう面から見ると，中小企業向けに手法の改良が必要であることが明らかとなってきた。 
さらに，2011 年に MFCA の国際規格である ISO14051 が発行されてから，アジア諸国での

MFCA の普及が進み，特にアジア諸国では中小企業向けの MFCA のニーズが大きいことが示
されるようになった。アジアの中小企業は，経済的な力が大きくないので，積極的に環境保全に
取り組むには難しい側面があるが，経済的効果を示すことのできる MFCA のような手法を導入
することにより，環境保全も促進することができる。しかし，アジアの中小企業は，原材料の調
達から最終製品の販売までを一企業で行う，長い製造プロセスを持つ企業が多く，先進国での一
般的な大企業のサプライヤーとしての中小企業とは特徴を異にする面があるため，MFCA の手
法もそれに合わせる形で改善することが必要であると構想するに至った。 
 
２．研究の目的 
アジア地域では，先進国ほど経済が発展しておらず，MFCA を展開するためには，国際規格

の ISO14051 だけでは不十分で，現地企業の大半を占める中小企業向けの MFCA の開発が必
要である。しかし，実際にどのような計算システムが有効であるかについては，これまで十分な
研究成果が蓄積されていない。 
そこで本研究プロジェクトでは，アジア地域における経済発展と環境保全の両立を目指して，

①アジア地域における MFCA 普及の現状を分析し，②アジアにおける中小企業に適した MFCA 
の手法を開発し，③MFCA の普及促進のための政策について，研究することを目的とした。 
アジアを対象とする理由としては，日本企業と密接な関係にある地域であること，アジア生産

性本部の MFCA 普及プロジェクトの成果もあって MFCA の事例が増加しつつあり，そこで直
面する問題の克服が，アジア諸国での普及にとって喫緊の課題であることがあげられる。本研究
では，日本，中国，台湾を中心とする東アジア地域と，タイ，ベトナムを中心とする東南アジア
地域の 2 つに分けて研究を進める。東南アジアとしてタイとベトナムを選択したのは MFCA の
普及が比較的進んでいるためである。 
 
３．研究の方法 
 研究は，初年度は「アジア地域における MFCA 普及の現状分析」，次年度は「アジア企業に適し
た MFCA 手法の開発」，最終年度は「アジア地域での MFCA の普及促進のための政策研究」の 3つ
を中心に行った。最終年度に関しては，コロナ感染拡大の影響による研究の延期があったため合
計 4年間をかけて研究した。 
 
（１）アジア地域における MFCA 普及の現状分析 
 アジアにおける MFCA の普及状況について，東アジア地域（日本，中国，台湾），東南アジア地
域（ベトナム，タイ）について現状を調査した。調査はインタビュー調査と現地の環境経営も含
めた文献の調査を中心として，アンケート調査も実施した。中国および台湾については，浙江科
技大学の謝江龍博士，台湾については台湾環境管理会計協会の沈華栄博士，ベトナムについては
ハノイ貿易大学の Dr. Ngyuyen Bich Hue，タイについては NIDA(タイ国立開発行政大学院大学)
の Dr. Pakpong Pochanart を研究協力者として，国際研究チームで調査を進めた。 
 
（２）アジア企業に適した MFCA 手法の開発 
 アジア企業に適した MFCA 手法の開発に関しては，MFCA の現状分析に関する成果を受けて，現
地企業の中から協力企業を募り，アクションリサーチの手法も取り入れて調査を実施した。導入
する MFCA としては，ISO14051 および中小企業向けの MFCA バランス集計表（その後 ISO14053 に
取り入れられる）を中心に検討した。 
 
（３）アジアでの MFCA の普及促進のための政策研究 
 上記（１）と（２）の研究成果を前提として，アジア諸国で MFCA の普及促進のための政策に
ついて研究した。MFCA の普及には，企業内での自主的な努力だけでなく，政府機関等からの政
策支援が不可欠であるため，サーキュラーエコノミーのような国際的な動向との関係での政策
的展開の可能性を検討した。 
 
４．研究成果 
（１）アジア地域における MFCA 普及の現状分析 
 アジア地域における MFCA の普及状況については地域によって異なることが明らかにされた。
ベトナムやタイなどの東南アジア地域では，MFCA の普及段階にあり，MFCA の基本的な手法の紹
介と導入が中心であった。特に，ベトナムでは科学技術省とベトナム生産性本部が連携して，
MFCA の普及事業を率先し，多くの企業が導入に取り組んでいることが明らかとなった。その目



的は，環境保全だけでなく，生産性向上も含まれており，経済発展も同時に志向するものである。
東南アジアは中小企業が多く，中小企業には ISO14051 の基準が複雑すぎることもあり，より簡
易な MFCA 手法の開発が必要とされていることも示された。 
 日本，台湾，中国などの東アジア地域は，特に，日本と台湾での MFCA の普及が進んでいるこ
とが明らかにされた。台湾では，台湾経済部工業局および台湾環境管理会計協会などを中心に，
MFCA の普及促進活動が展開され，かなり多くの企業が本格的に MFCA に取り組んでいることが明
らかにされた。普及が成功した要因としては，MFCA の認証制度が作用していることも示唆され
た。ISO は MFCA の認証を要求していないが，台湾では独自の MFCA の認証制度が機能しており，
その取得が環境保全企業であるレピュテーションを高めるため，MFCA の普及にプラスの影響を
与えていることが分かった。 
 一方，中国では，MFCA に関する文献は増加しているものの，そのほとんどは外国文献の紹介
か，あるいは MFCA に関する机上の計算に過ぎず，実際の企業への導入事例はほとんどないこと
も明らかにされた。ただし，MFCA を導入している台湾企業の関係会社では，MFCA 導入の実績が
あるケースもあり，成功事例の蓄積によって，普及の可能性があることが示された。 
 日本の現状分析については，すでに多くの研究がなされていることから，本研究では MFCA と
マネジメントコントロールシステムの関係について分析し， MFCA、環境パフォーマンス、経済
パフォーマンスの三者の関係を二段階回帰で検証した。その結果，MFCA をより積極的に実施し
ている企業ほど、エネルギー消費量、CO2 排出量、廃棄物発生量などの環境パフォーマンスを向
上させる可能性が高いことなどが明らかになり，MFCA の有効性が証明された。 
 
（２）アジア企業に適した MFCA 手法の開発 
 アジア企業に適した MFCA 手法の開発について，アジア企業の環境マネジメントコントロール
システム（EMCS）と関連づけて分析した。これは，MFCA を企業で展開するためには，既存の企業
のシステムとの有機的な連携が不可欠であるためである。タイおよびベトナム企業に質問票調
査を行って，EMCS の状況を定量化し，有効な MFCA 手法および実施方法を分析した。 
 その結果，MFCA を EMCS と連携させる場合には，MFCA の高度な戦略的適用とマテリアルフロー
のオペレーショナルな管理は区分して理解すべきであり，MFCA の段階的な適用が重要であるこ
とが示された。特に，アジア企業では EMCS が高度に発展しているケースは少ないので，MFCA に
よる詳細なコスト計算よりも，物量レベルでのマテリアルフローの管理が有効である可能性が
示唆された。 
 上記の分析結果は，中小企業向けの MFCA 規格である ISO14053 の開発方向とも一致するもの
であった。ISO14053 は，MFCA の段階的アプローチを規格として開発中で，研究代表者の國部は
その議長として参画していたので，本研究成果を規格の開発に活用することができた。その中心
は，MFCA バランス集計表で，これは MFCA でのコスト計算よりも，マテリアルのインプットとア
ウトプットの把握を目的としたもので，その有効性はベトナムやタイでの調査でも確認された。 
 また，台湾のような MFCA の高度な導入が可能な地域では，MFCA の戦略的な利用が有効である
こともケーススタディから明らかにすることができた。本研究では，Oliver の戦略的反応と予
測要因のモデルを採用して分析を行い，経営トップの戦略的反応が重要であることを明らかに
した。 
 
（３）アジアでの MFCA の普及促進のための政策研究 
 アジアで MFCA を普及促進するために政策としては，①生産性向上と連動させる政策，②SDGs
と連動させる政策，③サーキュラーエコノミーと連動させる政策の 3点から分析を行った。 
 
①生産性向上と連動させる政策 
 前述のように，ベトナムでは MFCA の普及を生産性向上活動の一環として取り組んでおり，一
定の成果を確認することができた。アジア企業には中小企業が多く，中小企業にとって環境保全
対策はコスト増要因になるので，法規制の範囲を超えて取り組むことができない企業が大半と
いう現状がある。しかし，MFCA は環境保全政策であると同時に，資源生産性を向上させる手段
でもあるから，生産性向上政策の一環として組み込みやすい。ベトナムでは，５S活動と連携し
て MFCA の導入を促進する動向もあったが，このような基本的な取り組みはマテリアルの管理に
通じるので企業に MFCA の基礎を導入するための手段として有効である。 
 
②SDGs と連動させる政策 
 アジア諸国でも SDGs への取り組みが熱心に進められており，SDGs と MFCA を連動して普及を
推進することも有効な政策である。SDGs の 12 番目の目標である「持続可能な消費と生産（SCP）」
は，まさに MFCA と非常に関連性の強い目的であるため，この目標 12を中心に，MFCA と SDGs の
連携を図ることが有効である。 
 その際のポイントは，SDGs の目標が，企業にとってのコスト・ベネフィットを考慮しない形
で提案されているため，MFCA によって，SCP のコスト・ベネフィットが把握できるようになれ
ば，企業も管理目標として MFCA に取り組みやすくなる。たとえば，SDGs を企業に導入するため
のガイダンスとして「SDG コンパス」があるが，そこで規定されている SDGs の導入ステップの
中に MFCA を位置づけることによって，MFCA を SDGs と有機的に連携させることが可能であるこ



とが示された。現状の SDG コンパスは，経済的な指標の活用面で限界があるため，そのステップ
に，MFCA を導入することの意義は大きいと考えられる。 
 
③サーキュラーエコノミーと連動させる政策 
 MFCA は，一企業で適応できるだけでなく，マテリアルのインプットとアウトプットの情報は
地域全体で活用できる。そのため国家政策と連動させることで，MFCA の普及を促進することが
できると考えられる。そのときに，ヨーロッパで進められているサーキュラーエコノミー政策は，
資源循環を対象としているため，MFCA と連動させることによって，より有効に政策を促進する
ことができる。サーキュラーエコノミーを企業レベルで促進する際に問題になるのは，資源循環
によるコスト・ベネフィットが不明のことであるが，そこに MFCA を導入することによって，合
理的な経営意思決定が可能となる。本研究では，通常の生産活動だけでなく，リサイクル材料を
使用した第二世代，あるいは第三世代の製品に対しても，MFCA を適用するような仕組みを構築
することによって，資源生産性向上によるコスト・ベネフィットを考慮したサーキュラーエコノ
ミーの展開可能性を提言した。その可能性は，当然アジア地域でも追求できるものである。 
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